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NY マーケットレポート（2018 年 5 月 17 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

昨晩の NY 外国為替市場では、良好な米経済指標を背景に米長期金利が上昇したことを受けて、ドルは大半の主要通貨に対して

上昇した。しかし、株価が下落に転じたことや、米中貿易交渉を巡りトランプ大統領が中国に譲歩を求めるなどの発言が嫌気さ

れ、ドル円・クロス円はやや伸び悩んだものの、反応は限られ底堅い動きとなった。また、原油相場が伸び悩んだことや、米長

期金利の上昇を背景に、資源国・新興国通貨は対ドルで軟調な動きとなった。一方、イタリア次期政権を巡る不透明感が引き続

きユーロを圧迫、英国と EUとの関税同盟を巡って相反する報道がされたことから、ポンドは不安定な値動きとなった。 

 

 

主要な米経済指標結果 

 

新規失業保険申請件数 22.2万件（予想 21.5万件・前回 21.1万件） 

 

失業保険継続受給者数 170.7万人（予想 178.0・前回 179.0万人⇒179.4万人） 

 

米失業保険申請件数は、前週比+1.1万件の 22.2万件となり、市場予想の 21.5万件を上回った。ただ、節目となる 30万件は 165

週連続で下回っており、史上最長となっている。申請件数の 4週移動平均は、前週比-2750件の 21万 3250件となり、1969/12/13

までの週以来の低水準となった。また、集計が 1週遅れる失業保険受給者数は、前週比 8.7万人の 170.7万人と 2週ぶりに減少

となり、1973/12/1 までの週以来の低水準となった。受給者総数の 4 週移動平均は、前週比-3 万 9750 人の 177 万 3750 人と

1973/12/22までの週以来の低水準となった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

 

5 月フィラデルフィア連銀景況指数 34.4（予想 21.0・前回 23.2） 

 

 

出所：Bloomberg 
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米要人発言 

 

トランプ米大統領 

 

・われわれが知る限り、北朝鮮を巡り何も変わっていない 

・北朝鮮への非核化アプローチでリビア方式含まれず 

・金委員長は引き続き北朝鮮を統治する 

 

・中国との貿易交渉、成功しないかもしれない 

 

 

米主要株価は反落 

 

米株式市場は、序盤堅調な動きとなる場面もあったが、米中貿易摩擦激化への懸念に加え、原油高が製造業や運輸業の業績を圧

迫するとの警戒感のほか、ネットワーク機器大手の決算内容が嫌気されたことから、ハイテク株を中心に売りが優勢となった。

また、米長期金利の上昇が米国の景気に悪影響を及ぼすとの見方も圧迫要因となった。ダウ平均株価は、一時前日比 129ドル安

まで下落したものの、引けにかけては 54ドル安まで下げ幅を縮小した。また、ナスダック、S&P500も小幅反落となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 
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ドル/円は 1/23以来の高値を更新 

 

序盤に発表された米経済指標が比較的良好な結果となったことに加え、米 10 年債利回りが 7 年ぶりの高水準まで上昇したこと

を受けて、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなった。ドル/円は、一時 110.86 まで上昇し、1/23 以来の高値を付けた。し

かし、株価が下落に転じたことなどが影響し、やや伸び悩んだものの、反応は限られドル円・クロス円は底堅い動きとなった。

また、米長期金利の上昇に加え、原油相場の伸び悩んだこともあり、対ドルで資源国・新興国通貨はやや軟調な動きとなった。 

 

 
出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


